
 

「インド企業における改正会社法の遵守状況」 

 

 

 

１．はじめに 

 

1991 年の自由経済政策を導入以降、インド経済のグローバル化という環境のもとで長年、インド

企業のコーポレート・ガバナンス改革が取り組まれてきたにも関わらず、不祥事の発生件数は減少

することはなく、これまでの改革の効果は疑問視されてきた。このような中で、2009 年に発生した

サティヤム・コンピューターの粉飾決算により、インドでは、大規模な改革に向けた取り組みが開

始し、これによってインドのコーポレート･ガバナンスについて更なる議論や会社法の改定が行わ

れた。 

 

2．インド企業におけるガバナンス改正 

 

インドは、イギリス植民地時代から、家族あるいは同族による出資・支配の下に企業が発展し、

多分野に事業展開し、複数の企業を傘下に収めるなど、閉鎖的に企業の所有・支配を行ってきた。

インド国民経済に大きな影響力を持つインド企業の歴史と特徴として、家族・同族経営、コミュニ

ティ経営などを挙げることができる。また有力な企業は、インド特有の伝統的家族観、家族法、特

に男子成員による財産相続法の影響によりほとんどが分裂し規模が縮小している。 

このような状況にも関わらず、TATA グループやリラアインスグループが現在も飛躍的な成長を続

けインド経済を主導している、有力なインド企業である。インド企業は事業規模の拡大や多角化を

する際、多くの専門経営者を導入し、近代的な経営方針へ移行しつつあるように見える。つまり、

経営体制については、所有と経営の分離をせず、所有する一族や企業内部昇進者と専門経営者との

合理的結合を図りながら財閥経営をするに至っているのである。 

1991 年の自由経済政策の導入以降、外資の増加や外部株主の権利行使による企業経営への関与を

抑えるため、創業者一族が企業の重要な傘下企業の持株比率を引き上げている。これによりインド

証券市場における企業内容の開示が十分に行われず、透明性を確保することが困難になりつつある。

また、企業経営の独裁色がさらに濃くなる可能性がある。このような中で、2009 年に発生したサテ

ィヤム・コンピューターの粉飾決算により、インドでは、大規模なコーポレート・ガバナンス改革

が展開されてきた。 

最も重要とされるのが、2001 年の上場契約への第 49 条の追加である。しかし、新聞記事による

と、約 60％の企業が未だ 49 条を導入していない。コーポレート・ガバナンスに関する、議論や法

的整備を実行しようとしているが、未だに第 49 条が守られていないのが実情である。 
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表 1 上場企業の不祥事の数 

Particulars 
不祥事の数 

07-08 08-09 09-10 10-11 11-12 12-13 13-14 14-15 

相場操縦と株価上昇 115 86 46 51 37 41 67 41 

株式発行際の操作 3 3 7 2 4 52 6 3 

インサイダー取引 28 14 10 15 21 14 13 10 

買占め（Takeovers） 2 4 5 4 2 2 6 3 

その他 21 9 6 10 10 10 16 13  

合計 169 116 74 82 74 119 108 70 

出典：SEBI〔2009－2015〕,“Annual reports 2014-15,2013-14,2012-13,2011-12,2010-11,2009-
10,2009-08 ”Securities and Exchange Board of India, (http://www.sebi.gov.in/sebiwe 
b/home/list/4/24/0/0/Annual-Reports)をもとに筆者作成（2016 年 08 月 15 日アクセス）。 

 

これによってインドのコーポレート･ガバナンスについて更なる議論や会社法の改定が必要とな

った。この議論される過程において、インド企業経営者の問題点として浮上したのは、①透明性や

説明責任の欠如②情報公開の欠如③創業者の企業経営に対する強い影響力が挙げられる。そのため

に、2013 年新しい会社法を改正し、内部統制の義務化、取締役報告書の義務化、独立取締役の構成、

インサイダー取引の厳格化など多くの法を改正し、より厳しい会社法を策定されている。特に注目

するべき改革として挙げられるのは、１名以上の女性取締役を選任することや、過去 3 年間の会計

期間における純利益の平均 2%が CSR 活動に関して支出しなければならないことである。 
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